
  

首都圏マンションの売出し価格に対する  

社会的相互作用モデルの適用：地域特性の抽出に向けて1 
 

渡 辺  理2※   
１． はじめに  

社会が不確定性を増している中，購入者の納得性の高い意思決定を支援するために，地域の不

動産市場の動向を読み解く良質な情報が求められている．首都圏の不動産物件の価額は最寄駅へ

の近接性や専有面積など物件が有する個別の特徴に基づいて形成されるが，物件が集中している

場合は物件間の相互影響も無視し得ないと考えられる．その影響パターンは物件が集中する区域

の固有の特徴（例：地理的･歴史的な街の特性）とも関係している可能性が高い．ところで，複数

の対象の相互影響を統計的に把握する方法として空間的自己相関モデルがあり不動産への適用も

試行されているが  [1] [2] [5] [8]，影響の傾向を地域の特性として吟味した研究に乏しい．  

そこで本研究では，首都圏の新築マンションを対象とし，販売価格から社会的な相互作用のパ

ターンを抽出して地域特性を読み解くことを試みた．従来研究では下記の 3 点が不明瞭であった．

(1)相互作用の発生区域， (2)発生区域の固有特性の有無， (3)近隣の同一時期施工物件間の相互影

響と既施工物件からの影響の区別．これらに対し筆者は，(1)中心駅からの距離を変えた円形区域

での自己相関の傾向を比較し， (2)発生区域を区別するダミー変数を回帰式に加えて比較し， (3)

過去物件からの影響と同時期物件の相互影響を表す構造行列を複合したハイブリッド行列を試す

ことを考えた．本論文では対象物件を東京区部の対岸の川口駅中心の 143 物件，川崎駅周辺の 130

物件（それぞれ 16 年間の集計）に絞り，分析結果を比較して地域特性の抽出を試みる．  
 
２． 空間的自己相関モデル  

空間的自己相関 (Spatial Autocorrelation)とは，ある時点での分布数値が，隣り合う地点の値

と相互に関係しあっていることを示す概念である．通常，回帰方程式 (Y=βX+ε )に自己相関項  

(ρＷ )を付加して利用される3．W はＮ地点×Ｎ地点のサイズの正方行列であり，その (i,j)成分は，

地点ｊから地点 i への影響の度合いを表す．ρは自己相関の重みを示すスカラーであり実測デー

タから推定される．従来の推測統計学では観察値の相互独立性が仮定されており，観測値や残差

に空間的自己相関が存在してはならない．しかし皮肉にも地理学が扱う現象は空間的自己相関に

満ち満ちており，それがこのモデルの根拠となっている  [6]．筆者は本手法を，農作物の地域普及

過程  [13]や携帯電話のメッセージングによる利用者同士の相互協調過程  [14] [15] [16]に適用し，観

察事象と整合する分析結果を得た．また数理モデルの変形や改良も試してきた．例えば，(1)回帰

方程式から切り離して単独利用するモデル（純粋自己相関）を農作物データに適用して比較し  [18]，
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(2)自己相関の動きを表す行列Ｗの各要素をパラメータとして推定する方法を考案・検証した

 [14] [17]．これらは安定利用できる段階に至ってないが，単一事象に対する大量データ収集が容

易になりつつあることを勘案すれば，今後，利用側の要請により実用化が進む可能性は低くない．  

一方，不動産物件の価格変動は空間的自己相関の有望な適用先である．不動産は隣接物件の影

響を免れ得ないと考えられるからである．樋口・高塚  [2] [8]は東京圏の公示地価データに適用し，

商業地よりも住宅地に空間的要因が顕著に検出される傾向を発見した．清水  [5]も東京圏の公示地

価データへの適用例を示し，方法論を整理している．しかしいずれも分析結果をマクロ視点から

考察するに留まっており，細かい方法論の検討や地域の固有特性との照合は試されていない．こ

れらは現場で役立つ方法に昇華していくのに避けられない過程と考えられるため，本論文では適

用範囲を首都圏の特定駅周辺（川口駅と川崎駅）に絞り，新築マンションの販売価格の推定に適

用する際の課題を挙げ，それらを検証しながら自己相関モデルの適用可能性を探ることとする．  
 
３． 不動産データに適用する際の課題と対処  

筆者が過去に取り組んできた対象は同一アクターが同じ行動を繰り返すパネルデータであった

が，不動産物件は売り切り商品であり毎期の物件は異なる．しかし同一地域に存在しているので

異なる物件であっても共通の空間特性に基づく自己相関が存在する可能性はある．従ってこの特

徴に即した自己相関パターンを作成し適用する必要がある．首都圏の場合マンションの価値は鉄

道駅へのアクセス性が基本なので，自己相関もこれに準じて発生していることが予想される．  

図３．１ 不動産物件に自己相関分析を適用する際の３つの注意点と対処 
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一方，不動産の価値は自己相関の発生区域がまとめて全体を底上げしている可能性もあるので，

これも考慮する必要がある．また不動産物件は近隣の新築物件と影響しあうと同時に近隣の過去

施工物件からの影響も受けている可能性が高い．以上を整理すると不動産物件に空間的自己相関

を適用する際は以下に注意する必要がある．(1)年度毎に異なる物件に対するＷの作り方を共通化

する．特に中心駅からのアクセス性を重視．(2)空間的自己相関の発生区域が，区域内の物件の価

値をまとめて底上げしている可能性も調べる．(3)同時期施工物件の影響と同時に過去物件からの

影響も検討する．図 3.1 の対処案は唯一絶対的な方法ではないが実行可能な例として載せている． 



  

 
４． 対象データの特徴と空間的自己相関モデルの適用試行  

４．１ 対象データの基本特性  

対象データを川崎駅と川口駅周辺の新築マンションに限定した．両駅は東京駅から京浜東北線

で南北に二十分程離れた川向こう (隣県 )にある点が共通しており，地域の分析の差異には両地域

の固有の性質が現れやすいと考えた．調査会社から借用したマンションデータの販売期間は平成  

5 年から 20 年迄の 16

年間であり，川口周辺

は 143 物件，川崎周辺

は 130 物件が存在する

4．図 4.1 は両地域の物

件の存在分布である．

川口は駅から円形に分

布しているが川崎は主

要道路沿いに集中し非

円形な分布傾向である． 
 

４．２ 基本回帰分析  

各物件の一戸あたり平均平米単価を被説明変数Ｙとし，定数項と年度別ダミー等の 22 個の説

明変数Ｘを有する線形回帰モデルを作成し推定を行った (図 4.2.1)．川口も川崎もＨ５年のダミー

変数は値が正だが，それ以降はいずれも負に転じており，バブル以降の値崩れ傾向が伺える．  

４．３ 発生区域の特定  

次に，自己相関の発生条件を中心駅から r メートルの円形地域内で二物件間距離が d メートル

以内と仮定して (r,d)の値を変えながら自己相関の発生傾向を探索した．その結果，川口は駅から

3 キロ圏内の大半の物件の間に空間的自己相関が確認された (図 4.3.1) ．ρは負値となっており，

川口のマンションの相互影響は価格を下げる方向に働いていると読み解ける．一方川崎は駅から

1.5 キロ圏内に自己相関の傾向が確認された．このρは正値だが自己相関の影響は小さい．誤差

の正規性検定を行ったところ川口も川崎も正規母集団からの標本との仮説は棄却されなかった．  

４．４ 固有特性の有無  

続いて自己相関が確認された近接円形区域の物件を識別するダミー変数を作成し，基本回帰に

付与して推定をやり直した．川口は識別ダミー変数が負値で有意だが，川崎は有意性は確認され

なかった（図 4．4.1）．その後，ダミー変数付きの回帰式に再び自己相関項ρＷを付加してパラ

メータを推定したところ，川口は区域のダミー変数が正値でρは -0.72 という高い値の負値とな

った（いずれも有意）．一方川崎はρもダミー変数も有意性は確認されなかった．以上の結果から，

川口は駅の近接区域で区域の一律な価値への影響効果とマンション間の相互影響の効果が混在し

                                                  
4 不動産調査会社が顧客へのコンサルティングのために集めたデータを借用させて頂いた．顧客

説明のためのデータなので地域における販売物件の網羅性は高いと思われる．  

図４．１ 物件データの地理的分布  
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た状況にあると考えることができるが，川崎は２つの効果が川口のようにはっきりしていない．

この結果を踏まえて「川口には駅の近接区域に一律に価値の底上げ効果があってそれを前提とし

てマンション間の相互影響によって値下げが起きている」とみなすことも可能だが，実用的な知

見として活用するにはデータ調査の継続と販売現場での感覚との突合せが必要である．  

図４．３．１自己相関傾向の確認された駅近接円形区域

測度 川口 川崎
駅からの円形距離の閾値r 3000 1500
物件間の相互距離の閾値d 4000 1500
相互距離dの減衰乗数 2 0.5
推定されたρの値 -0.115 0.035
ρのｔ値 3.76(***) 2.50(**)
推定式のＦＩＴ（説明力） 0.867 0.874
誤差の正規性検定
（Shapiro-Wilks検定統計量）

0.993(0.71) 0.984(0.143)  
 

図４．２．１ 回帰分析の結果  

図４．４．１ 自己相関傾向が確認された駅からの近接

区域（固有ダミー変数なし）  

測度 川口 川崎

駅からの円形距離の閾値r 3000 1500

上記の発生区域のダミー変数
を加えた回帰分析のＲ２

0.835 0.845

発生区域ダミー変数の推定値 -5.700 1.688

発生区域ダミー変数のｔ検定値 -2.493(*) 1.822   
４．５ 同時期物件と過去物件の影響  

最後に区域内の同時期施工物件の影響

と既施工物件の影響のバランスを分析

するモデルを考えた．これは自己相関

を表す行列Ｗの対角中心成分（＝同時

期の相互影響）と左下の非対角成分（過

去から現在への影響）の組み合わせで

捉えることができる．そこで，同時期

の相互影響のＷ1 と左下成分のＷ２を

別々に作成して，その混合比を（αＷ１＋（１－α）Ｗ２）で表してαを推定することにした（図

4.5.1）．過去の影響は何年前迄の物件からの影響を組み込むかに裁量の余地があるが，今回は範

囲を変えた計算を試し，5 年前までの影響を組み込んだ行列を採用した．推定結果（図 4.5.2)は  川

口はρが -0.91 となり同時期物件の影響が 83％であるのに対し，川崎はρは 0.1 であり同時期物

件の影響は 67％であった．尚，川崎は誤差の正規性検定が棄却されている．これは一計算事例に

過ぎないが，川口のほうが競争が激しくて施工中物件の相互影響が強いという解釈が成り立つ．  

４．６ 補遺と考察  

川崎は 4 節で説明したとおり駅周辺の区域の固有性が検証されなかった．そこで駅周辺の方位を  

図４．４．２ 固有ダミー変数を回帰式に付加して再

度，空間的自己相関分析を適用した結果  

測度 川口 川崎
駅からの円形距離の閾値r 3000 1500
物件間の相互距離の閾値d 4000 1500
相互距離dの減衰乗数 0.5 0.5
区域内にある物件の数 139 94
推定されたρの値 -0.721 0.061
ρのｔ値 -6.645(***) 1.666
推定式のＦＩＴ（説明力） 0.883 0.874
発生区域ダミー変数の推定値 39.073 -1.636

発生区域ダミー変数のｔ検定値 5.561(***) -0.760

誤差の正規性検定
（Shapiro-Wilks検定統計量）

0.992(0.580) 0.988(0.304)  
 

項目
定数項 70.18 *** 79.50 ***
バス -0.90 *** -0.78 ***
徒歩 -0.47 *** -0.36 **
H5ダミー 6.45 ** 6.66 *
H7ダミー -8.00 *** -8.19 ***
H8ダミー -11.11 *** -11.19 ***
H9ダミー -12.82 *** -15.35 ***
H10ダミー -12.86 *** -18.20 ***
H11ダミー -16.45 *** -20.46 ***
H12ダミー -20.14 *** -24.55 ***
H13ダミー -22.30 *** -25.38 ***
H14ダミー -23.50 *** -27.56 ***
H15ダミー -25.03 *** -25.84 ***
H16ダミー -25.71 *** -24.00 ***
H17ダミー -24.75 *** -26.86 ***
H18ダミー -19.29 *** -19.26 ***
H19ダミー -13.42 *** -13.05 ***
H20ダミー -10.47 *** -9.07 .
階高 0.35 ** -0.15
住居用 -4.74 *** -0.71
敷地面積 0.00 0.00 ***
総戸数 0.00 0.07 ***
R2

川口駅周辺 川崎駅周辺

0.828 0.842



  

 
限定したケーキのような形状の区域で

固有性を検定したところ，南方向と北

東方向を除いたパターンであれば発生

区域の固有性が有意に検定された．但

し固有ダミー変数と自己相関分析ρを

一緒に推定すると両者が有意になるこ

とはなかった．現地の不動産業者に実

情を確認したところ，川崎は蛇行する

多摩川沿いの狭い市街地に競馬場や盛り場な

ど都市の多様性を象徴する街区が存在してお

り，駅西口は再開発とあわせて，中心駅から

の方位によって供給物件の事情が著しく異な

るということであった．一方川口は，ディベ

ロッパーによると，西口の工場跡の住宅地と

しての再開発は一段落し駅西側と東側での差

異はそれほど大きくないとのことである．こ

れらを勘案すると，川口は駅からドーナツ状

(concentric)にマンションが供給されて均一

なブランドを作り上げ，統計的に把握しやす

い相互作用の状況が生じているのに対し，川

崎は不均一な地形や街の歴史性の差異等によ

り，販売価格には均一な統計モデルで把握し

がたい偏心的 (excentric)な要素が含まれてい

ると推測できる．今後，現場調査と突き合わ

せて実践知に昇華することが必要である．  
  

５． 結論と展望  

本論文の結論は下記の二点に集約できる．  

・ マンション販売価格の回帰モデルに空間的自己相関項を組み込むことで，駅近接区域でのマ

ンション価格の相互作用を，区域の均一効果と合わせて抽出・検討することができる．  

・ 地域のマンション供給の場所やパターンに均一性が高いと統計的に有意な結果を得やすい．

統計的に検証出来ない場合も，特性がないのではなく固有の特性が隠れている可能性がある． 

不動産は土地神話が崩壊し，投資資産から定住して豊かな生活を送る資産に位置づけが変わって

いる．供給者／販売者は，不動産物件を売り切り商品と捉えるだけでなく，(2)購入者が定住して

(1)街づくりの実践者と関わりながら成長すると同時に ,(3)地域に買い物や働きに来る人が魅力を  

図４．５．１  同時期Ｗ１と過去影響Ｗ２の抽出処理  
  

図４ .5.2 同時期と過去影響の比の推定結果  

項目

ρ -0.91
***
(-7.81)

0.10
***
(3.91)

同時性Ｗ１の
比率α

0.83 0.67

発生区域ダ
ミー変数

50.56 *** -1.47

定数項 75.72 *** 80.68 ***
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感じたり地域の人と交流することで地域の価値

が上がって持続性が担保されていくこと  [20]も

想定した供給計画やライフプランの提案力が求

められている（図 5.1）．筆者は今後，空間的自

己相関モデルの改良過程を現場のステークホル

ダー（不動産業者や購入希望者）の実感とリン

クさせ，自己相関パターンを修正したり結果の

解釈を深めることで，住まうことがもたらす豊

かさの提案力の強化に役立てていく．  
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図５．１ 地域トライアングル  
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